
小中学校へ入学するお子さんの保護者の皆さんへ　「入学通知書」は届いていますか 
　4月に小中学校へ入学するお子さんの保護者の皆さんへ、1月下旬に「入学通知書」をお届けしました。

「入学通知書」は、必ず保管して入学式に学校へお持ちください。 

　次のいずれかに該当する方や、入学についての相談がある方は、学校または二町教育委員会にご連

絡ください。通知書の変更・訂正などは通知書をお持ちいただき、二町教育委員会にお越しください。 

■国立・私立など、指定された学校以外の学校に入学する場合 

■既に住所を変更した場合、または入学日までに住所を変更する場合 

■入学通知書の記載事項に誤りがある場合や、通知書が届いていない場合 

d羽島郡二町教育委員会　学校教育課　蕁245‐1133

主な所得の計算
に必要な書類 

主な控除の計算
に必要な書類 

その他の持ち物 

給与、公的年金など 

事業所得、不動産所得、 
農業所得など 

社会保険料控除 

生命保険料控除 
地震保険料控除 

（旧長期損害保険料控除） 

医療費控除 

医療費控除の特例 
（セルフメディケーション税制） 

障害者控除 

・源泉徴収票（原本） 

・収支内訳書 
※あらかじめ作成してご提出ください。 

・国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、国民年金
保険料、任意継続保険料などの支払額の証明書や領収書 

・保険会社発行の保険料控除証明書 

・医療費控除の明細書 
・医療保険者から交付を受けた医療費通知書 

（令和5年中の領収印がある医療費の領収書、生命保険などで補て
んされた金額が分かる書類） 
※あらかじめ合計額を計算してください。 

・セルフメディケーション税制の明細書 
（令和5年中の特定一般用医薬品（スイッチOTC医薬品）の購入費
がわかる書類、健康診断結果など健康の保持増進や疾病予防への
一定の取組を行ったことを明らかにする書類、生命保険などで補て
んされた金額がわかる書類） 
※あらかじめ合計額を計算してください。 

・身体障害者手帳 
・療育手帳 
・精神障害者保健福祉手帳 
・健康介護課へ申請し発行された障害者控除対象者認定証 

（令和5年12月31日現在65歳以上で要介護認定を受け、町要領
の規定に該当する方） 

・申告者の本人確認ができるもの（マイナンバーカードなど） 
・国税庁が発行した16桁の利用者識別番号がわかるもの（メモでも可） 
・扶養親族がいる方…その方のマイナンバーのわかるもの 
・所得税の還付を受ける方…申告者名義の金融機関口座番号のわかるもの 

申告書を記載する時… 
申告書を提出する時… 
 

申告者本人とその扶養親族のマイナンバー（12桁）の記載が必要です。 
申告者本人の確認書類（①番号確認と②身元確認）の提示または写しの添
付が必要です。 

■マイナンバーと本人確認書類が必要です 

申告の準備はお早めに 

■申告に必要な主な書類など 

①番号確認に必要なもの 

マイナンバーカードが 
ある方 

マイナンバーカードが 
ない方 

マイナンバーカード 

次のいずれか1つ 
・通知カード 
・住民票（マイナンバーの記載があるもの）の

写し　　　　　　　　　　　　　　　など 

②身元確認に必要なもの 

次のいずれか1つ 
・運転免許証 
・パスポート 
・公的医療保険の被保険者証 
・身体障害者手帳　　　　　など 

c税務課　蕁388‐1112

c住民課　蕁388‐1115

2月末までに申請を！　低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 
　食費等の物価高騰の影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対し、特別給付金を支給しています。

申請期限は2月29日（木）です。詳しくは、町ホームページでご確認ください。 

申請できる方 
　パスポートの残存有効期間が1年未満または査証欄の余白が見開き3ページ
以下の方 

申請できない方 
・初めて申請する方　・パスポートが失効している方　 
・戸籍上の氏名や本籍地に変更があった方 

　オンライン申請には、マイナンバーカードとアプリに対応したスマート
フォンが必要です。 
　申請方法や手数料など、詳しくは町ホームページをご覧ください。 

ひとり親世帯 ひとり親世帯以外 

2月28日からマイナポータルアプリで 
パスポート更新のオンライン申請ができるようになります！ 

 

・公的年金等を受給していることにより、児童扶

養手当の支給を受けていない方 

・物価高騰の影響を受けて令和5年1月1日以降

に家計が急変し、収入が児童扶養手

当を受給している方と同じ水準の方 

対象児童1人につき5万円 

c福祉子ども課　蕁388‐1116

 

　令和5年3月31日時点で18歳未満の児童（障が

い児の場合、20歳未満）を養育する父母などで、

物価高騰の影響を受けて令和5年1月1日以降に

家計が急変し、収入が住民税非課税

相当の方 

対象児童1人につき5万円 

c福祉子ども課　蕁388‐1116

支給対象者 
 
 
 
 
 
支給額 

支給対象者 
 
 
 
 
 
支給額 
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町からのお知らせ 
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